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厚生労働省福島労働局発表
平成２４年　５月２１日
１３時３０分解禁

次世代育成支援対策推進法に基づく認定企業
―　「子育てサポート企業」として福島キヤノン（株）
が県内初、２回目の認定を取得！　―

	　
福島労働局（局長 河合　智則 ）では、福島キヤノン株式会社（代表取締役社長

深澤　秀樹）を次世代育成支援対策に取り組んでいる企業（基準適合一般事業主）として認定し、当局管内では延べ８社目となりました。
[image: image2.wmf]　当企業は、平成２２年にも認定を取得しており、今回は２回目の認定取得となります。２回目の認定取得を受ける企業は福島県内では初めてとなります。
　
◇交付式

認定企業に対し、福島労働局長より認定通知書及び認定マーク（愛称くるみん）の交付をいたします。
　　　　　
日　　時：平成２４年５月２１日（月）１３：３０～
　　　　　
場　　所：福島合同庁舎　労働局会議室
（福島市霞町1－46　福島合同庁舎4階）


１　次世代育成支援対策推進法に基づく認定とは？
次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」）に基づき、事業主は労働者が仕事と子育てを両立させることができるよう雇用環境を整備し、次世代育成支援対策を実施するための「一般事業主行動計画」を策定、一般への公表、従業員への周知を行い、都道府県労働局長に届け出ることとされています（労働者100人以下の企業は努力義務。）。
事業主は、策定した「一般事業主行動計画」を実施し、計画に定めた目標を達成するなど、一定の基準を満たした場合は、申請を行うことにより厚生労働大臣（都道府県労働局長へ委任）の認定（くるみんマークの認定）を受けることができます。
（注）認定基準における計画期間は２年以上５年以下とされており、事業主は計画に定められた目標を達成した都度、申請を行うことにより、その行動計画毎に認定を受けることができます。
２　認定の効果
認定を受けると、次世代認定マーク（愛称：くるみん）を自社の商品、広告、求人広告などに表示し、「子育てサポート企業」であることを対外的にアピールすることができます。

その結果、企業イメージの向上、従業員のモラールアップやそれに伴う生産性の向上、優秀な従業員の採用・定着が期待できます。
３　認定企業の紹介

◇認定企業の概要

企業名：福島キヤノン株式会社（福島市佐倉下字二本榎2）
代表者：代表取締役社長　深澤　秀樹

事業内容：製造業　　　

労働者数：1,783人（男性1,190人、女性593人）
◇一般事業主行動計画の内容
　　計画期間：平成２２年４月１日～２４年３月３１日

　　●目標１  妊娠中及び出産後の社員に対する健康支援体制を整備する。

　　●目標２  有給休暇を５日連続で取得できるフリーバカンス制度のさらなる定着、取得率の向上に向けた取組を行う。　　　　

　　●目標３　インターンシップを実施する。

◇一般事業主行動計画に基づく取組内容
１　妊娠中及び出産後の社員を支援するため、健康支援窓口と搾乳室を設置し、社内通達の発行により周知。
２　フリーバカンス制度の更なる定着のため、労使委員会にて各課毎の取得実績を確認、分析を実施、管理職に対し取得状況の報告と取得の徹底の通知を行うことにより取得率が０．１日向上。
　  ３　インターンシップ実施のため、ニーズ・要望・メリットについて部長会での検討を実施。受け入れ計画を作成し、受け入れの実施。
４　所定外労働時間の削減のため、週２回（水・金）、ノー残業デーを実施。社内放送などによりノー残業デー実施を促した。
５　行動計画実施期間中の女性労働者の育児休業取得率が１００％。
６　認定基準の一つである男性１名以上の育児休業取得について、２名が取得。

取得日数は１名が２０日間を取得、もう１名は２７４日間の休業取得中。
◇認定企業から一言

　●男性育児休業取得者からのコメント
	　育児休業を９ヶ月間取得しようと思ったきっかけは？また、休業をしていての日々の感想を一言。
・妻も育児休業を取得しているので、必ずしも私が取得する必要はありませんでしたが、子供に手のかかる時期に妻をサポートするためと育児を体験したいと思ったことがきっかけです。子育ては大変ですが、日々の成長を間近で見ることが出来楽しいです。育児休業の取得は、収入の面など厳しい部分はありますが、子育ての大変さと素晴らしさを実感するためどんどん取得して欲しいと思います。


　　
奥様からの感想を一言。
	・子供の成長を一緒に見て一喜一憂することが楽しく、休業を取得してもらいよかったです。


· 行動計画実施の成果

男性の育児休業取得者が出てくることによる職場の変化や今後の更なる取組について
	・家族のフォローが得やすい福島という地域性や「男性は育児休業を取得できないのでは」という認識の社員もいた中、男性の育児休業者は中々出てきませんでしたが、労使一体となり取得に向けた議論を行い、ガイドブックの作成や管理職教育による職場理解の促進などの地道な取組を実施し男性の育児休業取得に結びつきました。
１人目の取得者が出てからは、続けて取得者が現れ、更なる取得者への後押しとなっています。また、男性の取得に対する職場の理解も高まっていると感じます。
毎年多くの新入社員が入ってくるため、今後も引き続き次世代育成支援対策に取り組んで行きたいと考えています。


４　一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況（平成24年4月末現在）
●福島県の認定企業一覧
	企業名
	所在地
	認定年

	株式会社　郡山測量設計社
	郡山市
	平成２０年度（１回目）

	株式会社　沖データシステムズ
	福島市
	平成２０年度（１回目）

	株式会社　東邦銀行
	福島市
	平成２１年度（１回目）

	藤田建設工業　株式会社
	棚倉町
	平成２１年度（１回目）

	株式会社　ニラク
	郡山市
	平成２２年度（１回目）

	福島キヤノン　株式会社
	福島市
	平成２２年度（１回目）

	田中建設株式会社
	双葉町
	平成２２年度（１回目）

	☆福島キヤノン　株式会社
	福島市
	平成２４年度（２回目）


· 認定企業数
	都道府県
	福島県
	青森県
	岩手県
	宮城県
	秋田県
	山形県
	全国

	認定企業数
	８
	７
	５
	１２
	５
	３
	１，２３０


●一般事業主行動計画策定届の届出状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	義務
	努力義務

	
	労働者301人以上企業数
	内、行動計画策定届出企業数
	届出率
	労働者101人以上300人以下企業数
	内、行動計画策定届提出企業数
	届出率
	労働者100人以下の提出企業数

	福島県
	157
	155
	98.7％
	363
	363
	100.0％
	262

	全国
	15,163
	14,347
	94.6％
	31,895
	30,765
	96.5％
	23,868


５　基準適合一般事業主認定基準
１　雇用環境の整備について、行動計画策定指針に照らし適切な一般事業主行動計画を策定したこと。
２　一般事業主行動計画の計画期間が、2年以上5年以下であること。

３　策定した一般事業主行動計画を実施し、それに定めた目標を達成したこと。

４　平成21年4月以降に新たに策定・変更した一般事業主行動計画について、公表及び従業員への周知を適切に行っていること。

　５　計画期間内に男性の育児休業等取得者が1人以上いること。

　６　計画期間内に女性の育児休業等取得率が70％以上であること。

　７　3歳から小学校に入学するまでの子を持つ労働者を対象とする「育児休業制度又は勤務時間短縮等の措置に準ずる措置」を講じていること。

　８　①所定外労働削減のための措置、②年次有給休暇の取得の促進のための措置、③働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備のための措置のうちいずれかを実施していること。

　９　法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。
＜添付資料＞

　①　一般事業主行動計画を策定し、くるみんマーク認定を目指しましょう！！（パンフレット№14）

　②　両立支援のひろば（リーフレット）

次世代認定マーク


（愛称：くるみん）








